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オンライン加熱プロセスを活用した

MA 組織制御による低 YR 780 MPa 級鋼の開発
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. 緒 言

近年，高層建築物の大型化や長スパン化への要求が増加

し，建築構造用鋼として高強度鋼板の適用が拡大している．

一般に，高強度鋼材の使用により，必要部材断面の減少によ

る鋼材重量および溶接材料重量の軽減，鉄骨加工，運搬・建

方負荷の軽減がもたらされるため，特に高層建築では，より

高強度の鋼材が採用されている．

建築構造用鋼として優れた耐震性能を保有するためには降

伏比(YR降伏強度/引張強さ)を低くすることが重要である

が(1)(2)，一般的に高強度化にともなって YR は上昇する傾向

にあり，引張強さが 590 MPa 級を超える高強度鋼板におい

て安定して低 YR を確保することは容易でない．このような

低 YR 高強度鋼板の製造に際しては，通常，複雑なオフライ

ン多段熱処理を施す必要があり(3)(4)，工期の長期化が不可避

であった．さらに，780 MPa 級の高強度を確保するために

は，多量の合金元素添加が必要であり，耐震性能として重要

な延靭性や，溶接性の確保が困難であった．

これに対し，780 MPa 級高強度と低 YR を両立し，さら

に，優れた延靭性を兼備した建築構造用高強度鋼を，オンラ

イン製造プロセスにより実現した．高強度と低 YR の両立は，

鋼板のミクロ組織をベイナイト主体として，硬質第 2 相で

ある島状マルテンサイト(MAMartensiteAustenite con-

stituent)の分散形態を制御した複相組織とした．このミクロ

組織制御は，制御圧延と加速冷却から成る TMCP(Thermo

Mechanical Control Process)に加え，誘導加熱型のオンラ

イン熱処理 HOP(Heattreatment Online Process)(5)を直列

に配置することにより，初めて可能となったものである．

本稿では，開発鋼の冶金的特徴と，この技術を適用して実

用化した低 YR 780 MPa 級鋼板の機械的特性について紹介

する．

. 開 発 技 術

 加速冷却後の再加熱によるミクロ組織変化

開発鋼では，780 MPa 級の高強度と低 YR を安定して両

立するため，従来の思想とは異なる新しい複相組織に着目し

た．軟質の母相をフェライトよりも高強度化に有利なベイナ

イトとし，硬質第 2 相として，これまで鋼板のミクロ組織

制御に積極的に活用されなかった MA を分散させることを

着想した．

MA の分散形態に及ぼすオンライン熱処理の影響を検証

することを目的として，フォーマスタ試験を実施した．図

に 0.06C0.2Si2.0Mn 系の供試鋼に対して，900°Cか
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図 2 ミクロ組織に及ぼす加速冷却後の再加熱の影響．

図 3 ラボ圧延後の機械的特性に及ぼす MA 分率の影
響．
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ら過冷 g 域の500°Cまでの加速冷却を行い，等温保持後，

650°Cまで再加熱を行い，徐冷したときの変態膨張曲線を示

す．比較として，500°Cで等温保持後，直接徐冷したときの

変態膨張曲線も併せて示す．

500°Cから直接徐冷した場合は，400°C以上の温度域にお

いて変態膨張がわずかに確認されるのに対して，650°Cに再

加熱後，徐冷した場合は，350°C以下において明瞭な変態膨

張が認められる．

フォーマスタ試験後の電子顕微鏡組織を図に示す．

500°Cから直接徐冷した場合には，比較的均一なグラニュラ

ーベイニテックフェライトであるのに対して，650°Cに再加

熱後，徐冷した場合には，母相中に白色の MA が多量に分

散した複相組織となる．500°C付近からの再加熱により，

MA の量や分散状態を制御できることが明らかになった．

 機械的特性に及ぼす MA の影響

MA は高強度鋼に観察される組織であり，その冶金的な

特徴に関しては多数の報告がある(6)(7)．とりわけ，ベイナイ

ト中に生成する硬質相であることが知られており，MA の

体積分率が上昇すると，靭性が顕著に劣化するため，従来，

極力 MA の生成を抑制することが一般的であった．

これに対し，本開発鋼では，MA の分散状態を制御し，

靭性を損なうことなく，高強度と低 YR の両立を可能とした．

ラボスケールでの TMCP および HOP シミュレート実験

を行い，機械的特性に及ぼす MA 分率の影響を調査した．

その結果を図に示す．0.06C0.2Si2.0Mn 系の供

試鋼に対して，制御圧延後の加速冷却停止温度と HOP 再加

熱温度を種々に変化させた．

引張強さ(TS)は MA 分率の増加にともない，直線的に

上昇する．一方，降伏強度(YS)は MA 分率の増加にとも

ない低下する．これは，MA 近傍の可動転位が増加するこ

と，およびベイナイトの焼戻し軟化の効果によるものと考え

られる．結果として，MA 分率が 1～25まで増加するこ

とにより，YR は90～65まで大きく低下する．

靭性は，制御圧延条件を適正化して，ベイナイトおよび

MA を微細化することにより，いずれの条件でも，建築用

鋼として要求される 0°Cでのシャルピー吸収エネルギーで

70 J 以上を確保可能である．MA 分率を，5～15の範囲

に制御することにより，低 YR 780 MPa 級鋼として良好な

強度と靭性のバランスを得ることができる．

 開発鋼のミクロ組織制御の考え方

従来の焼入れ焼戻し処理においては，焼戻し前の鋼板温

度は基本的に常温であり，その適用は，主に，マルテンサイ

トあるいはベイナイトの焼戻しによる調質に限られると言え

る．一方，制御圧延，加速冷却プロセスに引き続き HOP を

用いることにより，再加熱前の鋼板温度を，圧延仕上温度以

下から常温以上の温度範囲に，自由に制御することができる

ため，MA 組織制御という新しい組織制御原理を可能にし

た．

制御圧延，加速冷却および HOP による製造過程のミクロ

組織制御の考え方を，模式的に図に示す(8)．この熱履歴で

は，以下の 3 段階のミクロ組織形成過程をともなう．

第 1 段階は，制御圧延により微細化された加工オーステ

ナイトから，ベイナイト変態開始温度直上の過冷オーステナ

イト域まで加速冷却を行なう．加速冷却停止後の放冷時に変

態した微細なベイナイトと未変態オーステナイトを形成する．

第 2 段階は，滞留温度から Ac1 以下の高温域まで，HOP

による再加熱を実施する．この処理により，未変態オーステ

ナイトへはベイナイトから拡散した C が濃縮する一方，ベ

イナイトは過飽和していた C の減少，および転位密度の減

少した焼もどし組織となる．

第 3 段階は，HOP 再加熱後の冷却過程である．再加熱に

より，未変態オーステナイト中には C が十分に濃縮してい

るため，放冷程度の冷却速度であっても，冷却過程に微細な

MA が生成する．

最終的に，焼戻しベイナイト中に MA を分散した複相組

織を達成することができるのである．
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図 4 オンライン加熱プロセスを活用した開発鋼のミク
ロ組織制御の考え方．

表 1 開発鋼の化学組成(mass)．

C Si Mn P S 他 Ceq PCM

0.06 0.18 1.98 0.011 0.002 Cu, Ni, Cr, Nb, V, Ti 0.54 0.24

Ceq＝C＋Si/24＋Mn/6＋Ni/40＋Cr/5＋Mo/4＋V/14
PCM＝C＋Si/30＋Mn/20＋Cu/20＋Ni/60＋Cr/20＋Mo/15＋V/

10＋5B

表 2 開発鋼の機械的特性．

板 厚
(mm)

降伏強さ
(MPa)

引張強さ
(MPa)

伸び
()

降伏比
()

vEo
(J)

12 688 923 23 75 188

25 703 912 33 77 216

40 665 852 36 78 199

ターゲット ＞630 ＞780 ＞16 ＜85 ＞70

引張試験片JIS 5 号全厚圧延幅方向

シャルピー試験板厚 1/4 t圧延幅方向

図 5 開発鋼および従来鋼の応力ひずみ曲線の比較．

 　　　　　　新技術・新製品

. 開発鋼の特性

 母材の機械的特性

ベイナイト中に微細な MA を分散させる新しい複相組織

制御技術に基づき，TMCP と HOP を活用して，板厚 12

mm，25 mm および 40 mm の低 YR 780 MPa 級鋼板を実機

製造した．

表に開発鋼の化学組成を示す．C 含有量は0.06，Mn

含有量は2.0とし，ベイナイトと MA 微細分散の複相組

織が得られるよう，Cu, Ni, Cr, Nb, V および Ti を添加して

いる．PCM は 0.24 massである．

表に鋼板の引張試験結果およびシャルピー衝撃試験結果

を示す．いずれの鋼板も目標値である引張強さ 780 MPa 以

上，YR 85以下，全伸び16以上を満足している．また，

0°Cでのシャルピー吸収エネルギーは 150 J 以上で良好であ

る．

図に，引張試験後の応力ひずみ曲線の一例として，板

厚 40 mm 材の結果を，同一強度レベルの従来鋼と比較して

示す．いずれの鋼も，明瞭なリューダース伸びは認められな

いラウンドハウス型の応力ひずみ曲線であるが，開発鋼の

降伏強度が従来鋼に比べて低くなっていることが分かる．開

発鋼の一様伸びは 8以上となり，従来鋼よりも向上してい

る．

. 実用化状況および特許

MA 分散組織制御を活用した低 YR 780 MPa 級鋼を開発

した．本開発鋼は，制御圧延，加速冷却とオンライン熱処理

HOP を直列に配置することにより，初めて達成したもので

ある．建築構造用鋼材の高強度化のニーズがますます高ま

り，今後の開発鋼の実用化と適用拡大が期待される．また，

本技術に関連した特許も出願済みである．
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